
平成30年度活動報告 

（１） 広報活動 
 
（２） 取締り活動 
 
（３） 公共事業違反ゼロPT及び審査の迅速化PTの取組み 
 
（４） 活動の効果測定 
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資料１ 



（１） 広報活動 （街頭ＰＲ等） 

月                  行    事 
４ ・春の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （６日 名古屋高速・愛知県高速隊と合同） 

・春の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （６日ほか6日間10箇所 ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA） 

５ ・コンテナツイストロック街頭取締りに合わせた特殊車両適正化広報 （16日 飛島埠頭 愛知県トラック協会） 

６ 
７ ・夏の交通安全運動にあわせた合同啓発活動 （11日 名古屋高速・愛知県高速隊と合同） 

・夏の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （７日ほか９日間10箇所 ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA） 

８ ・道路ふれあい月間に合わせた啓発活動 チラシ・グッツ配布 （10日 静岡県）                                                                                                                          
・土砂ダンプ事業者啓発活動  チラシ配布 （22日 三重県トラック協会）  
・国際海コンの陸上における安全輸送マニュアル一部転記の安全啓発グッツの作成・配布 （静岡県トラック協会） 

９ ・いが道の駅キャンペーン （25日 中部地方整備局・三重県高速隊・三重県トラック協会） 
・秋の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （26日 名古屋高速・愛知県高速隊）  
・秋の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （20日ほか４日間10箇所 ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA） 

１０ ・適正重量遵守に係る荷主業界向け啓発チラシの配布 （静岡県トラック協会）  
・多治見フェアによる大型車向けチラシ配布 （7日 岐阜県トラック協会） 

１１ ・コンテナツイストロック街頭取締りに合わせた特殊車両適正化広報 （26日 飛島埠頭 愛知県トラック協会） 
 

１２ ・年末の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （5日 名古屋高速・愛知県高速隊） 
・年末の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （１日ほか９日間10箇所 ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA） 
・過積載防止啓発  事業者訪問・チラシ配布 （21日 三重県トラック協会） 

１ ・輸送現場視察と過積載防止啓発  チラシ配布 （17日 三重県トラック協会） 

２ 

３ 
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（１） 広報活動 （講習会等） 

月                  行    事 

４ ・特殊車両通行許可申請業務研修会 ＜市町村初心者向け＞  （16日、18日 愛知県） 

５ ・道路事業説明会（道路譲歩宇便覧について）＜土木事務所、市町の担当者向け＞（18日 静岡県） 
・車両制限令違反者講習会 （ネクスコ中日本  名古屋支社） 
・トラック事業（協）出張講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社） 

６ ・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社） 

７ 
８ ・講習会 （6日 愛知県トラック協会 38名）  （20日 静岡県トラック協会 ３４名） 

・TV会議式制度説明会 （岐阜県トラック協会 ・ 三重県トラック協会） 
・道路工事関係者への講習会 （７日 名古屋市緑政土木課  名古屋市 ・ 中部地方整備局） 

９ ・効率の良い特車申請について （６日 愛知県トラック協会 ・ 中部地方整備局）  

１０ ・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社） 

１１ ・道路工事の適正な実施講習会 （15日 名古屋建設技術センター ・ 名古屋市 ・ 中部地方整備局）  
・効率の良い特車申請とよくある誤り事例について （29日 愛知県トラック協会 ・ 中部地方整備局） 

１２ ・審査の迅速化に向けた勉強会 ＜市長村担当者向け＞ （21日 愛知県 ・ 中部地方整備局） 

１ ・交通警察官に対する特殊車両教養 （21日 愛知県警察学校 ・ 愛知県警察本部 ・ 中部地方整備局）  
・過積載防止対策連絡会議 行政・荷主・トラック協会向け （28日 三重県トラック協会） 

２ ・大型車両通行適正化に関する講習会・特車通行許可制度説明会 (1日 三重県トラック協会 ・ 中部地方整備局） 

３ 
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（１） 広報活動 （広報媒体活用） 

月          行    事 
４ ・過積載防止をHPへ掲載、情報板への掲示  （通年 名古屋高速） 

５ ・過積載防止をHPへ掲載、SA,PAの情報板にて違反防止を掲示 
 （通年 ネクスコ中日本 名古屋） 

６ ・取締り実施結果のツイッター発信 （中部地方整備局 ・ 国道事務所） 

７・８ ・道路ふれあい月間に期間中、来庁した特車申請者にリーフレット配布 
 （名古屋市） 
・建通新聞に啓発広告を掲載 （静岡県） 

９ ・大型車通行適正化に向けた中部地域連絡協議会のバナーを 
 HPへ掲載 （中部地方整備局） 

１０ ・メールマガジン・HPの掲載 （中部経済連合会） 
・トラックの交通安全環境フェア （悪天候で中止） 
 28日 HP、SNS、「Twitter , Facebook」等で配信  
・大型車適正化 啓発ポスター作成 A１版   
・会報紙（那古野）への啓発記事掲載 （名古屋商工会議所）18,000部 

11・12 ・有料広告活動（中日新聞・荷主向け啓発広告掲載）12月 

１ ・中部地方整備局のHPに「好取組のある企業が掲載中」の案内をトラ協
のNEWSﾄﾋﾟｯｸに掲載 （８日 愛知県トラック協会） 

２ 
３ ・月間に伴い道路の電光掲示板による『過積載防止』啓発掲示  

 （1日～31日 浜松市） 
・過積載防止啓発チラシ＜荷主・運送事業者向け＞（三重県トラック協会） 
・新聞広告出稿 （下旬：専門誌３紙） 中部地方整備局 

浜松市北区 
国道２５７号下り 4 
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（１） 広報活動 （中部地方整備局の活動） 

～ 

○ 講習会の実施 

H30.9.6 愛知県トラック協会 

H30.9.25 道の駅「いが」 

○ 街頭ＰＲ活動 

～ 平成30年度の取り組み事例 ～ 

○ 施策の浸透率の向上・特車の違反率減少等、これまでの地味な取り組みには一定 
  の成果が認められている。 
○ 既存の取り組みも継続して推進する 

○ 広報媒体活動 



（１） 広報活動 新聞広告、自治体広報誌の活用  

• 運送業界に向け広く周知するため業界の新聞広告に掲載 
 新聞社のトラック特集記事掲載日に掲載を依頼予定 （３月中） 

• 自治体広報誌の誌面を借りて協議会の取り組みを周知 
 協議会参加の自治体の他、市町にも働きかけ、年に1回程度広報誌への掲載を依頼 
 新聞広告（下記）をもとにスペースに合わせて事務局から素材を提供可能 

「好事例」の 
HPへリンク 
 QRコード 
新設しました。 
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（１） 広報活動 委員の取組み（荷主への対策） 

１ページ ２ページ 詳細（RDF） 

名古屋商工会議所 掲載記事 リンクする画像 

荷主対策追加 



特車に関するトリビアについて掲載 

三重県トラック協会 配布資料 

全国トラック協会 配布資料 

各委員における広報活動について （ チラシ配布・ホームページでの広報 ） 

（１） 広報活動 各委員の取組み  
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（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 

ホームページ掲載企業 H３１．１現在 （累計） 

ホームページ掲載までのスケジュール 

協 会 名 

愛知県ﾄﾗｯｸ協会 ３ 

三重県ﾄﾗｯｸ協会 １ 

静岡県ﾄﾗｯｸ協会 ４ 

連 絡 協 議 会 ８ 
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（１） 広報活動 愛知県トラック協会HP （NEWS・トピックに案内を掲載） 

好取組みの企業を掲載 

（トップページ下の画面） 

好取組の共有による 
大型車両の適正化 
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（２） 取締り活動 中部地域特殊車両一斉取締り実施場所 

11 

 

・ 無許可や条件違反、積載超過車両を一掃 
・ 国土交通省・警察・高速道路管理者の連携 
※ 道路法、道路交通法、道路運送車両法による多角的検問を実施 

 

中部地方整備局管内で可能な最大限の合同取締りを計画 

 

・今後も合同取締りを計画して継続 
・連携した並行路線での取締りの実施 

 

威力と効果を最大限に発揮する取締り 

取
締 

取
締 直轄国道 

高速道路 

ETC 

※ 取締りを回避させない 
今後の方針 

実施日時 
  平成30年８月３日 （金） 13：30  ～ 16:00 
公開（多治見・弥富・みえ川越IC・焼津IC・飯田） 
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（２） 取締り活動 （自治体における活動） 

過積載車両に対する計測の状況 合同での取組状況 

平成30年７月26日（木） 
   10:00～11:30 
 愛西市内 

○ 計測車両 ４台 
 
○ 車両法違反 なし 
 
   道交法違反 ３台 
 
○ 措置結果 
 
   過積載違反 １件 
   警告      ２件 
   

愛知県警察・愛知県 

計測・採寸の状況 許可証の確認状況 

平成30年８月１日（水） 
   14:00～15:30 
名古屋市内 

○ 計測車両 ２台 
 
○ 違反台数 ２台 
 
  （条件違反 ２台） 
 
○ 措置結果 
 
    警告 ２件 

名古屋市・愛知県警察 



直轄工事における特殊車両通行許可の確認等一斉点検の結果について 

工事計画の打ち合わせ段階から 
   チェックと指導を 

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取り組み 

13 



   中部地方整備局 直轄工事点検結果 

■調査期間 平成３１年１月７日から２月４日まで 
■調査対象 道路部及び河川部等における直轄工事で特車の使用が認められるもの 
■点検検査数   【合計】 ８８工事 
            【内訳】 道路部 ５１工事箇所 ・ 河川部 ３５工事箇所  ・ 営繕部 ２工事箇所 
□点検結果 一部不適切であったと指摘あり 

98% 

 2% 一斉点検の結果 

おおむね良好 一部不適切 

 
 ① 走行確認状況の記録化が不十分 
   （夜間等） 
 ② 運搬資機材ごとに運搬計画を作成 
   し、施工計画書に記載までがされて 
   いない。 
 ③ 許可証の有効期限等の確認方法 
  と確認の頻度等の記載がされていな 
  い。 
   （特記仕様書 第1-1-1-32条 6項） 

 

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取り組み 

 一部不適切と指摘のあった事由 

14 
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（３） 審査の迅速化ＰＴにおける取り組み 

審査の迅速化PTの発足への必要性について 

審査の実態 

■ ドライバー不足等による車両の大型化の進展により、特車通行許可件数は５年で約１，４倍に増加した。 

■ 増加する件数に審査が追いつかず、平均審査日数が約２倍に増加、１ヶ月以上を要しており、急な輸送需要に 
  対応できない。 

未収録道路の割合が高い 
道路管理者への協議が必要 

違反車両 ： 許可に時間がかかるため、許可を待てずに無許可で走行にいたる要因にもなっているとの声もある 
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（３） 審査の迅速化ＰＴにおける取り組み 

道路情報便覧の収録状況 「自治体審査あり」の場合 

収録率アップを図る 

 第１回 審査の迅速化ＰＴ              開催 H30.11.20 
  ：今後の取組、現状把握、遅延自治体への取組指導、情報共有 等 

   メンバー 中部地域の県、政令市、高速道路会社、中部地整 

 第２回 審査の迅速化ＰＴ開催           開催 H31.2.14 
  ：対策に対する各種取組、取組の効果検証、情報共有 等 
  



道路情報便覧収録の促進に向けた勉強会 

  道路情報便覧収録の促進に向けた勉強会 
   日  時 ： 平成３０年１２月２１日 （金） １３：３０ ～ １５：３０ 
   場  所 ： 一宮建設事務所 大会議室    

迅速
化PT 

県･政
令市 

市町 

 道路情報便覧収録促進に向けた勉強会 （愛知県尾張地区） 

    

尾張地域 

１ 一宮市 

２ 江南市 

３ 稲沢市 

４ 岩倉市 

５ 犬山市 

６ 大口町 

７ 扶桑町 

尾張以外 

１ あま市 

２ 北名古屋市 

３ 瀬戸市 

４ 大治町 

５ 豊山町 

６ 飛島村 

【趣旨】 
 特殊車両通行許可業務に際し、審査期間の短縮 
や業務の軽減を図るため、各道路管理者が道路情 
報便覧に収録を進めることを目的に、愛知県尾張 
地域の市町を対象に勉強会を実施した。 
  
【内容】 
 講習内容 
 ・特殊車両通行許可申請の現状と課題 
 ・各道路管理者の便覧収録状況の共有 
    審査の迅速化（必要性） 
    業務の見直し（合理化、効率化） 
    質疑応答・意見交換 
 実技 
 ・道路情報便覧への収録方法 
 
【実施結果】 
 特車審査の人員確保や意識の改革 
 道路情報便覧収録への予算確保 
等、問題点や課題を再認識した。 特車審査 

担当者の「輪」つくり 
17 



      審査の長期化する自治体への支援活動の推進 
        ◯ 特殊車両許可審査業務の体制強化 
        ◯ 業務の見える化と組織的管理の新設 

１． 個別協議処理日数の推移 
年度 平均審査日数 増減 

Ｈ２９ 51.4日 
－31.2日 

Ｈ３０ 20.2日 

年度 審査従事者 

Ｈ２９ 再任用１名（専任）＋非常勤職員１名（専任） 

Ｈ３０ 再任用２名（専任）＋非常勤職員１名（専任）＋職員１名（兼任） 
（滞留した場合職員が時間外で対応） 

２． 審査人員 

年度 処理件数 最大滞留件数 

Ｈ２７ 約１，２３０件 

Ｈ２８ 約１，２６０件 

Ｈ２９ 約１，４５０件 約１００件 

Ｈ３０ 約１，３７０件  （２月末） 約40件 

３． 個別協議処理件数と滞留件数状況 

４． 個別協議の迅速処理のため工夫した点 
  ・審査訂正の強化（再任用１名（専任）＋職員１名（兼任）を増員）平成30年４月から 
  ・受付体制を効果することにより、滞留件数を減少 
  ・滞留件数が増えてきたら特車（個別協議）を集中的に処理する取組を実施中 
  ・受け付けた協議をエクセルファイルの管理簿（新設）に搭載し、進捗管理と見える化による情報共有を図った  

☆ 浜 松 市 
好取組事例 

★個別協議処理工程（Ｈ３０概略） 
   受付  →  審査  →  決裁  →  回答 

18日 １日 １日 

（３） 審査の迅速化ＰＴにおける取り組み 
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（４） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート） 
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10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 

大型車の通行適正化に係る法令の知識や違反車両の要因に係る意見を問うアンケートを実施 
サンプル数：2,000人 
設問内容：大型車両通行適正化と道路構造の保全に関する事項（車の過年度に実施したWebアンケートの設問内容と同様） 
属   性：過年度と同じ属性（過去の回答者は除外） 
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1.3  

0.7  

0.9  

0.5  

1.2  

0.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H2
8

H2
9

H3
0

会社員 会社経営・役員 
公務員・団体職員 専門職（医師・看護師・弁護士など） 
自営業 契約社員・派遣社員、パート、アルバイト 
専業主婦（主夫） 無職 
学生 その他： 19 



26.5 

31.5 

30.8 

62.1 

61.5 

62.5 

11.4 

7.1 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

H29

H30

聞いたことがあり内容も知っている 

聞いたことはあるが内容は知らない 

聞いたことはない 

（４） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート） 

• 大型車の通行適正化に係る法令について、“聞いたことがある”回答者は年々増加傾向にあり、広報活動等の効果がみられる。 
• “聞いたことがあり内容も知っている”の変化は昨年から今年にかけて変化がないため、内容を周知させる広報活動が課題である。 

 

Q1.車両に積める荷物の長さ・重さは法令で決められていることを知っていますか。 
【大型車の通行適正化に係る法令に係る知識】 

19.2 

28.5 

28.6 

67.8 

60.8 

62.0 

13 

10.8 

9.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

H29

H30

聞いたことがあり内容も知っている 
聞いたことはあるが内容は知らない 
聞いたことはない 

16.2 

19.5 

19.9 

61.4 

63.4 

64.7 

22.4 

17.2 

15.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

H29

H30

聞いたことがあり内容も知っていた 

聞いたことはあるが内容は知らなかった 

聞いたことはなかった 

Q2.道路を通行できる車両の長さ・重さは法令で決まっていることを知っていますか。 

Q3.車に積める荷物の長さ・重さ、道路を走れる車の長さ・重さなどは、それぞれの法律で規定されており、その数値が異なることを知っていましたか。 

増加傾向 変化無し 

変化無し 増加傾向 

変化無し 変化無し 
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87.8 

84.4 

87.5 

11.8 

15.3 

12.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

H29

H30

不安を感じる 
不安には思わない 
その他： 

0.5 

（４） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート） 

• 道路構造物の老朽化に関わる知識について、過去３年間での変化は見られないが、「道路構造物の老朽化に不安を感じ
る人」がおよそ9割を占めており、老朽化に対する不安を抱いている人が大半を占めている 

Q1.  全国の橋梁のうち、高度経済成長期に整備されたものが全体の約3割を占めるなど、道路構造物の高齢化が進行し   
   ています。 
    この現状に関するあなたの意見を教えてください。 

【道路構造物の老朽化に係る知識】 

変化無し 

大きな災害が来ると言われ
ている昨今、遅かれ早かれ
道路施設の整備はしなくて
はならないから、交通量が
多いところを優先的に治し
ていって欲しい。 

人間の高齢化が加速するの
と同じように、道路も高齢化
するので、子孫のためにしっ
かりとこの問題に取り組まな
ければならないと思う。 

▼ 自由記述 

0.4 

0.3 

21 



（４） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート） 

• 道路構造物に与える違反走行車両に係る意見について、 過去３年間での意見の変化は見られないが、違反車両に対す
る問題の重要性や厳しい取り締まりの必要性を感じている人が大半を占めている 

Q. 1 違法な重量超過車の通行は、わずかな重量超過であっても、道路や橋の寿命を大きく縮めることが分かっている。ごく一部の違反車両が、 
    道路を劣化させる主要因となっている事に関するあなたの意見 

【道路構造物に与える違反走行車両の影響に係る意見】 

Q.２  前問の違法重量超過車両への対応に関するあなたの意見 

87.2 

85.2 

87.2 

2.0 

3.2 

2.2 

10.7 

11.5 

10.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

H29

H30

重要な問題だと思う 

重要な問題とは思わな
い 
よく分からない 

0.1 

0.1 

0.0 

92.6 

91.5 

92.0 

6.6 

7.4 

6.7 

1.2 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

H29

H30

厳しく取り締まるべきと思う 

厳しく取り締まるべきとは思
わない 
その他： 

0.8 
 

運転手だけの責任ではなく、
きちんと指導や処罰を徹底し
てほしい 

安全面において甚大な被害
が出る恐れが強いので、厳し
く取り締まっていただきたい
です 

▼ 自由記述 

変化無し 

変化無し 
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（４） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート） 

 認知度は年々増加傾向にあり、協議会活動に一定の効果が認められ
るため、今後も広報活動を継続 
 

 
 インフラの老朽化に関心度が高く、違法な重量超過車両に対し、厳しく
取り締まるべきとの意見が９割を超えて続いている 

 
  ・効果的な取締り方法を検討し、公共事業違反ゼロPTの活動を強化  
  ・特殊車両許可期間の長期化による無許可走行を抑止 
  ・審査期間を短縮化させるPT活動を更に強化 
 
    

アンケート結果 

23 



70

75

80

85

90

95

100

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 

H27年の違反構成率を「100」とする 
各 年 度 の 指 数 推 移 

96 

93 

（４） 活動の効果測定 （現地取締りの分析・違反構成率） 

連 絡 協 議 会 発 足 
平 成 2 7 年 １ 月 2 7 日 

※ 違反構成率＝計測台数に対する違反台数の割合 

減
少 

発足後 

指数による比較 

平成27年度 100 

平成28年度 96 

平成29年度 93 

平成30年度 82 

  ○ 違反構成率は着実に減少傾向がある 
  ○ 平成29年から減少率が顕著 
  ○ 取締りや各種広報活動等の効果が確実に認められる 

大
型
車
両 
適
正
化
協
議
会
発
足 

24 

100 

82 

（2月末） 
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建設関連 
生産関連 
消費関連 

建設関連 
生産関連 
消費関連 

47% 
30% 

23% 

57% 29% 

14% 

7% 

中部地域における現地取締り情勢 

平成２９年度 平成３０年度 

（１２月～３月） 
（４月～２月） 

中部地域 

他県地域 

44% 
中部地域 
他県地域 

52% 56% 

○積荷別 

  建設関連貨物が５割を超える 
  地域別では、中部地域の違反車両が減少した 

○地域別 

（４） 活動の効果測定 （現地取締りの分析・違反構成） 

48% 

（６月～３月） （４月～２月） 

【中部地域（愛知、岐阜、三重、静岡県）と他県ナンバーとの割合を示す】 
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特殊車両通行許可の審査日数の推移 

（４） 活動の効果測定（審査の迅速化ＰＴの取り組み） 

第18回 物流小委員会資料抜粋 
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（４） 活動の効果測定 （特殊車両許可件数の推移） 

  特殊車両通行許可件数の推移 

22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 合計 

許可件数 42,581 50,205 48,229 54,982 58,621 67,190 73,509 85,681 480,998 

    
 

 

 

 

 

  

 

 

[発足前] 

[発足後] 

発足前 発足後 

大
型
車
両 
適
正
化
協
議
会
発
足 

H22   H23   H24    H25    H26   H27    H28   H29  

 
・許可件数伸び率 
 協議会発足前 
  ５年間 約4,010件/年 
 協議会発足後 
  ２年間 約9,000件/年 
    ２．２４倍 
 許可件数が増加 
 
・ 今後も許可件数の 
 増加が見込まれる  
 

 協議会発足前（５年間）より協議会発足後（２年間）では許可件数の、伸び率が約２倍 
 協議会における街頭PR活動、講習会等の広報活動や現地取締り活動の効果 

特殊車両通行許可件数 
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（４） 活動の効果測定（審査の迅速化ＰＴの取り組み） 

審査の迅速化ＰＴの取り組みにおける効果 



平成31年度活動方針（案） 

（１） 広報計画 
 
（２） 現地取締りの推進 
 
（３） 公共事業違反ゼロPT及び審査の迅速化PTの取組み 
 
（４） 今後の協議会運営 

1 

資料２ 



（１） 広報計画（各委員の取り組み計画） 
街頭ＰＲ 講習会等 広報媒体活動 

４月 ・取締り実施結果ツイッター （通年） 
 （中部地方整備局 ・ 国道事務所） 

５月 ・海コン街頭取締り （愛知県トラック協会） 
・春の交通安全運動（名高速・愛知高速隊） 
・各SA・PAにおいて車限令違反防止チラシ 
 の配布 （ﾈｸｽｺ名古屋） 

・特殊車両通行許可手続き説明会 
 （三重・静岡県トラック協会）      
・初任者向け研修会（愛知県） 

・過積載防止啓発のHP掲載、情報板の掲出 
 （名古屋高速公社） （通年） 

６月 ・全ト協特車講習（TV講習）＜初・中級＞ 
 制度概要（岐阜・三重県トラック協会）                 
・便覧収録作業研修会（愛知県） 

・過積載防止啓発のHP掲載、SA,PA,の情報板 
にて違反防止の提示 
 （ネクスコ中日本名古屋） （通年） 

７月 ・夏の交通安全運動（名高速・愛知高速隊） 
  ネックスプラザフェスティバル 
・各SA・PAにおいて車限令違反防止チラシの
配布 （ﾈｸｽｺ名古屋）   

・車限令違反者講習会 （毎月実施予定） 
  （ﾈｸｽｺ名古屋） 

・HP掲載 （静岡県）（通年・随時） 

８月 ・道路ふれあい月間「道の日」イベント     
  （静岡県） 

・特車講習会（愛知県トラック協会） 
・全ト協特車講習（TV講習）＜初・中級＞ 
 オンライン申請（岐阜・三重・静岡県トラ協会） 

・建設新聞広報掲載 静岡県道路利用者会議          
 （静岡県）        
・道路ふれあい月間に合わせ、特車窓口でリーフ
レットの配布（名古屋市） 
 

９月 ・秋の交通安全運動（名高速・愛知高速隊） 
・各SA・PAにおいて車限令違反防止チラシの
配布 （ﾈｸｽｺ名古屋） 

・特車講習会（愛知県トラック協会） ・HPへの掲載（ﾈｸｽｺ名古屋）（通年） 

10月 ・道路情報便覧収促進勉強会・三河地区 
 （愛知県） 

・交通安全環境フェア （愛知県トラック協会） 
・メルマガ・ＨＰへの掲載（中部経済連合会） 

11月 ・海コン街頭取締り （愛知県トラック協会） 

12月 ・年末の交通安全運動（名高速・愛知高速隊） 
・各SA・PAにおいて車限令違反防止チラシの
配布 （ﾈｸｽｺ名古屋） 

・全ト協特車講習（TV講習）制度改正周知  
説明会（岐阜・三重・静岡県トラ協会） 

1月 ・トラック事業共同組合講習会（ネクスコ）  

２月 ・過積載防止啓発チラシ配布(運送/荷主対象)  
 （三重県トラック協会） 

３月 ・特車車両講習会（静岡県トラック協会） ・電光掲示板「過積載防止」啓発  （浜松市） 
2 



（１） 広報活動 新聞広告、自治体広報誌の活用  

• 自治体広報誌等の誌面を借りて協議会の取り組みを周知 
 協議会参加の自治体の他、市町にも働きかけ、年に1回程度広報誌への掲載を検討 
 新聞広告 ～ チラシサイズ等、スペースに合わせて事務局から素材を提供可能 

3 
新聞広告 チラシ 

各種広報誌等 
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中部地方整備局 

道 

大型車通行適正化 

特殊車両適正運行に対する企業の好事例集 

（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 



No 支部 事業者名 
確認の徹底 

A 
教育強化 

B 
情報の共有 

C 
荷主への対応 

D 
その他 

E 
備考 

１ 愛知 駒運輸機工 □ □ □ 

２ 岐阜 平野重機 □ □ □ 

３ 岐阜 安八重機 □ □ □ □ 

４ 静岡 トヨタ輸送 （東富士） □ □ 

５ 静岡 ダイコー商運 □ □ □ □ 

６ 静岡 清水飼料運送 □ □ □ 

第２期 好取組事例の公募企業名簿 

□は該当するカテゴリー 

愛知県ﾄﾗｯｸ協会 ４ 岐阜県ﾄﾗｯｸ協会 ２ 三重県ﾄﾗｯｸ協会 １ 静岡県ﾄﾗｯｸ協会 ７ 

 大型車通行適正化に向けた中部地域連絡協議会 
１４ 企業 

ホームページ掲載企業  （累計） 

（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 
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（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 

6 



（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 

7 



 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 

8 



（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 

9 



（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 

10 



（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進 

11 



  より効果的な取締り活動の推進 「関連箇所取締り」 

◇ 取締りにおける違反率の低下等、これまでの取り組みに一定の成果が認められている一方で、 
 未だ違反通行車両は存在しており、今後も効果的な取締りを推進する必要かある。 

◇ 一斉・合同取締りと個別取締りの長所を生かした「関連箇所取締り」を実践し、効果を上げる。  

 平成31年度の方針 
  各道路管理者が関係機関と連携・調整を図りながら、「関連箇所取締り」を実施  
 し、より効果の高い取締りを推進する。 

12 

関連箇所取締りの推進 

種別 長所 短所 
一斉・合同 

取締り 

・高い広報効果 
（報道されやすい） 
・高い波及効果 

・遊撃的な実施が困難 
・違反実態に即さない 
 可能性 

個別取締り 
 

・遊撃的な実施が可能 
・違反実態に即した 
 取締りが可能 

・広報効果が限定 
（報道されにくい） 
・波及効果が限定 

関連箇所 

取締り 

・高い波及効果 
・違反実態に即した 
 取締りに近づく 

・関係機関との調整 

（２） 現地取締りの推進 
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（２） 現地取締りの推進 

◯ 高速道路 
  車限隊による 
  特車取締り 

◯ 直轄国道等 特車取締り 

連
携 

関連箇所での取締りの推進 
高速道路料金所での引き込みの状況 

計測・採寸の状況 軽減措置の状況 

許可証の確認状況 

直轄国道での引き込みの状況 
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国交省 中部地方整備局 土木工事特記仕様書 ～抜粋～  

（３） 公共事業違反ゼロＰＴにおける取り組み 



15 

（３） 公共事業違反ゼロＰＴにおける取り組み 

■ 公共工事に対する現場点検実施   平成31年２月末現在 
   実施済機関 ： ﾈｸｽｺ名古屋支社、ﾈｸｽｺ東京支社、静岡県、中部地方整備局 
■ 平成31年度は、公共事業違反ゼロPTの全機関において実施を検討 

 建設工事関係者のための特殊車両通行ハンドブックを活用した現場点検の実施  
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審査の協議有無 平均の最大値 直近（H31.1） （参考）H23年度 
直轄のみ（協議なし） 26.8日（H30.1） 10.8日 10.1日 

直轄・自治体（協議あり） 67.3日（H30.1） 41.5日 22.6日 

２ 更なる迅速化の取り組み 
          ◯ PTを通じて、自治体の審査の迅速化支援を加速 
          ◯ 協議が長期化、協議件数が多い団体 

１ 現状（審査日数） 

☆ 重点的かつ緊急的に具体的な対策を講じる 

同水準 

（３） 審査の迅速化ＰＴにおける取り組み 

ヒヤリング 

実態把握 遅延の要因 ツールの提供 
迅速化支援 

審査の迅速化 
聞き取り 

審査体制 
助言指導 活用資料 

情報不足 

（審査マニュアルの提供・審査要領等） 

（全国平均値） 



（４） 今後の協議会運営  
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（４） 今後の協議会運営  

「好事例」の共有 
大型車の適正化 

 公共事業 
違反ゼロPT 

審査の迅速化PT 

大型車両通行適正化に向けた中部地域連絡協議会 
ステップ３ 

◯街頭PR 
◯講習会 
◯媒体活用 

◯ 現場点検 
◯ 一斉取締り 
◯ 関連箇所に 
  よる取締り 
◯ 自治体に 
  おける活動  

◯ 審査の迅速化 
   各種対策 

・道路管理者 
・警察 

・道路管理者 
・関係行政機関 

（随時） （随時） （随時） 

◯  「好事例」 
 ・ 公募 
 ・ 選考委員会 
 
  

・ﾄﾗｯｸ協会 
・中部地整 

（年１回程度） 

広報活動 
 

（継続） 

（年２回） ・協議会 
  全体 
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継続的かつ主体的な取り組み 広く社会向け 
 広報展開 



その他 

（１） 話題提供 
 
（２） 今後の予定 

資料３ 



ダブル連結トラックの概要

現状： トラック輸送は、深刻なドライバー不足が進行（約４割が50歳以上）

■民間からの提案や将来の自動運転・隊列走行も見据え、特車許可基準を緩

和し、１台で通常の大型トラック２台分の輸送が可能な「ダブル連結トラック」

の導入を図り、トラック輸送の省人化を促進

■実験状況を踏まえ、トラックの隊列走行についてインフラ面での事業環境の

整備を検討

ダブル連結トラック：１台で２台分の輸送が可能

約12m

特車許可基準の車両長を緩和

（現行の21mから最大で25mへの緩和）

通常の大型トラック現在

今後

平成３１年１月２９日より新東名を中心に本格導入
1



現行の規定 【新設】自動車運搬用車両の規定

連結全長18.0mまで

※リアオーバーハングとは
（後軸の旋回中心から車両後端まで）

積載物をはみ出して積載する場合にあたっては、積載
物のはみ出し長さが1.0m以内の場合、

特例８車種のセミトレーラ連結車 １７ｍ
被けん引車のリアオーバーハングが
3.2mから3.8mまでの車両にあっては１７．５ｍ
3.8mから4.2mまでの車両にあっては１８ｍ

※特例８車種
①バン型、②タンク型、③幌枠型、④コンテナ用

⑤自動車運搬用、⑥あおり型、⑦スタンション型、⑧船底型

リアオーバーハング（積載物含む）が
2.4m以上3.8m未満の車両にあっては１８ｍ
1.9m以上2.4m未満の車両にあっては１７．５ｍ

○ 積載物（自動車）をはみ出して運搬するなど自動車運搬用車両の特性を踏まえ、生産性
の向上や働き方改革に資するよう、これまでのコンテナ運搬用車両等を想定した基準に
加え、自動車運搬用車両を対象とする新たな基準を設定

①はみ出した状態における車両長18.0m以下

②リアオーバーハング

2.4ｍ以上3.8m未満は最大１８ｍ
1.9ｍ以上2.4ｍ未満は最大17.5m

③はみ出し長さ

1.0m以下

自動車運搬用セミトレーラ連結車の基準緩和の概要

平成３１年１月２９日より基準を緩和 4



特車通行許可制度における取組みと今後の方向性

7

＜審査の迅速化＞

（１） 自動審査が可能となる電子データ
の整備による国による一括審査を
推進（H29.4～）

（２）審査内容の簡素化（H30.1～）

（３）関係機関への働きかけ
・自治体審査の迅速化（H30.5～）
地方整備局において自治体と
プロジェクトチームを立ち上げ、支援

・重複申請の防止（H30.3）
全日本トラック協会に対して、
重複申請の防止を要請

＜過積載対策＞

○荷主対策（H29.12～試行）

「入口重視（事前審査）」から、許可後の「ＩＣＴに
よる走行確認を重視（事後重視）」する枠組に転換

特車通行許可制度の今後のイメージ

○許可期間の延長、○電子データの収集の加速 等

＜審査の迅速化＞

＜過積載対策＞

○荷主対策（本格導入）

今後の方向性

当面の取組みこれまでの主な取組み



許可期間の延長（案）

○ 許可期間のみを延長する更新申請において、不許可となることが極めて少ない実態も踏まえ、
優良な事業者を対象に許可の有効期間を２年から４年に延長
○ この結果、事業者における許可の申請の事務負担が軽減されるとともに、申請件数（総数）の
減少により許可事務の迅速化にも寄与

※ 超重量・超寸法の車両（例．セミトレーラ連結車の長さが17mを超えるものなど）の場合は、現行の１年から２年に延長

（現行）

２年

４年一定の条件を満たす優良事業者

＋２年

○許可期間の延長（イメージ）

（改定案）

○対象となる事業者（案）：以下の条件を全て満たす事業者

①過去２年※で特車通行許可違反に係る警告等なし （警告等を受けた事業者：約１割）
※今後、2年を超える期間で許可を受けた事業者は、当該期間が対象

②ＥＴＣ2.0車載器の装着・登録 （中型車以上のETC2.0利用率：約５割（利用台数ベース））
③Ｇマーク（安全性優良事業所）認定あり （事業者の約３割）

許可期間

許可期間

○スケジュール
H30年度中 通達の改正、システム改修
H31.4 運用開始

上記条件を全て満たせば、現行の許可期間に２年を追加した期間まで通行を認める
○現行の許可保有者への対応

11



過積載車両の荷主対策

道路管理者

適正化事業実施機関
（各都道府県トラック協会）

特別巡回
（過労運転等違反※２情報を得た時）

【①基地取締時の荷主情報の聴取（直轄国道）】

【②特車申請時における荷主名の記載（直轄国道）】
定期巡回

荷 主トラック事業者 契約関係

※１ 青時箇所は、今回の試行に伴い、道路管理者による情報の取得又は自動車部局による情報の活用が強化されるプロセスである。
※２ 乗務時間等告示違反

＋

トラック事業者の巡回指導時
に荷主情報を聴取（全国で試行）

現地取締

警告・措置命令

荷主情報の聴取（任意）

任意聴取 荷主情報

荷主名を記載した特車申請

※優先的に特車許可審査
（概ね10日程度）

荷主情報の取得

自動車部局（自動車局・運輸局等）

H28年度実績：1,469件（直轄）

（運輸局等）

情報提供
（違反情報・荷主情報）

荷主情報

協力要請書の発出

・ 荷主の取引先であるトラック事業
者が法令違反を行ったことを通知
・ トラック事業者による違反の再発
防止を荷主に要請

違反通行時の荷主の確認要請 荷主の特定

過積載に加え過労運転等
違反にも関連がある共通
の荷主を確認した場合

違反通行が
認められた
場合

違反情報・
荷主情報の
提供

H29.12～

H30.1～

14



過積載車両の荷主対策

○ 過積載の荷主対策について、道路管理者による現地取締りや事業者への直接聴取等において、荷主情報
をより聴取できるようにするなど、荷主への要請につながる運用の改善を図ったうえで本格導入を図る。
○ また、許可申請書への荷主名の記載について、荷主名を記載した事業者では違反が確認されなかった一方、
荷主が固定されていない場合等の対応について検討が必要であることから、試行を継続し、改善案を検討
する。

■現地取締りでの違反者からの荷主名の聴取と
違反情報をもとにした荷主への要請等

16

現地取締で収集した違反情報 違反情報による状況確認・要請

違反台数 聴取した
荷主情報

特別巡回
（トラック協会）

荷主への要請
（運輸局等）

640台 28台
（4.4%） 3件 0件

要
因

荷主情報が得られなかった主な理由

○運転手が荷主名を知らない
○守秘義務がある
○会社に確認する必要がある

○過労運転等違反にも関連がある
場合に限定
○荷主の特定が困難

実績が少ない理由

対
応

○関係する業界団体や運送業団体へ周知 ○運用の改善
・過労運転等違反に限定しない
・巡回指導により得られた情報をもとに
荷主を特定するための運輸局等による
事業者への直接聴取

運用の改善を講じたうえで本格導入

■許可申請書への荷主名の記載

全申請
件数

荷主名記載
うち違反実績

94,269 61件
（0.07%） 0件

試行を継続
（荷主が固定していないことなど
への対応を検討）

荷主名の記載にあたっての主な課題

○荷主が固定していない
○荷主の了解に時間を要する
○インセンティブ（優先審査）について、現状の
対象（協議無のものに限る）ではメリットがない

など

（集計期間：H29.12.12～H30.9末）
集計期間：

H30.1.16～H30.2.28（北海道）
H30.10.29～H30.12.24（全国）

※過積載の多い荷主の業種や積荷については、
継続的に把握



（参考）安全性優良事業所認定制度（Ｇマーク制度）
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○ 目的
利用者（荷主）が安全性の高い運送事業者を
選定するための環境整備を図るため、運送事業
者の安全性を評価し、公表する制度

○ 開始時期
平成15年度

○ 認定機関
公益社団法人全日本トラック協会
（全国貨物自動車運送適正化事業実施機関）

○ 審査（評価）項目
・ 安全性に対する法令の遵守状況
・ 事故や違反の状況
・ 安全性に対する取組の積極性

○ 有効期間
2年（新規）、3年（初回更新）、4年（2回目以降更新）

○ 認定事業所数
25,343事業所（平成30年12月現在）
※ 全事業所数の30%

図．Gマークの認定手続き

申請資格
・事業開始後（運輸開始後）3年を経過していること、
・配置する事業用自動車の数が5両以上であること等

○ 評価項目

○ 認定要件
・ 評価点数の合計点が80点以上

① 安全性に対する法令の遵守状況
・巡回指導結果
・運輸安全マネジメントの
取組状況

40点

② 事故や違反の状況 ・重大事故・行政処分の
状況 40点

③ 安全性に対する取組の積極性
・安全対策会議の実施
・運転者への教育 20点

事業者による認定申請

全日本トラック協会の審査

安全性優良事業所の認定・公表



①．不備のない申請（よくある申請の不備の事例）

よくある申請書の不備の事例 



よくある不備の事例（PRサイトの活用） 

こちらから 36



特車ＰＲサイトへ掲載 

申請者の皆様へのお願い

（１）道路法以外の各法（道路交通法や道路運送車両法（保安基準）など）との適法性について
は、特殊車両通行許可審査の対象外です。申請者ご自身で確認をお願いします。

（２）基本的に申請された内容に基づき確認を実施します。申請内容に誤りが無きよう、適正な
申請をお願いします。

（３）協議先の道路管理者から直接申請者へ問合せの連絡が入ることがあります。申請内容の説
明など、協議先の道路管理者への問合せ対応をお願いします。

適正な申請がなされていない場合

○ 車両の重量や積荷の寸法等、充分に確認せずに申請すると、本来の車両諸元とは異なる許可証が
交付されるおそれがあります。また、その許可証に基づき車両を通行させ、車両諸元が許可値を超過す
れば、違反となります。

○ 申請経路に不足があれば、出発地・目的地につながる経路を含む許可証を取得できず、通行目的
を達成できなくなります。

※特に不備が多い「通行経路」の事例を次ページ以降で紹介しますので、参考にしてください。

効率的な申請方法の周知
特車PRサイト説明文 

37



よくある不備の事例（未収録路線の名称が記入されていない） 

【問題点】 
・「デジタル地図経路」｢交差点番号入力｣で経路を作成すると、｢未収録路線｣や｢不明｣と表示

されていても経路の作成が可能。そのまま申請されると、路線名が｢未収録路線｣とだけ表示され
ているため、通行経路の確認や差戻しに時間を要します。 

【申請時の留意点】 
・路線名称を手入力し、経路上の全ての路線名を埋めて下さい。

（例：○○町道□号線（未収録路線） など）

路線名は、当該道路管理者に電話
やＦＡＸ等で尋ねる方法や住宅地
図、インターネット等で調べる方
法があります。 

特車PRサイトから可 
＜次ページ参照＞

デジタル地図経路[画面例] 
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よくある不備の事例（未収録路線の路線名問合せ一覧） 

こちらから 39



よくある不備の事例（未収録付近図の路線名等の記載漏れ） 

【申請時の留意点】 
・申請経路に未収録路線が含まれる場合には、「付近図」の添付をお願いしています。
・「付近図」においてその場所、路線名及び１０桁の交差点番号に漏れがあると、協議先の

道路管理者を特定できず、審査に時間を要します。

Ｓ

出入口

路
線
名
や
交
差
点
番
号
の
書
き
込
み
は

手
書
き
で
も
構
い
ま
せ
ん

未収録路線

札幌市道７３号線
（未収録路線）

路線名の記載がないため、
協議先が特定できない  

道道136号線 夕張新得線 
（未収録路線）

道道６１０号線 新冠穂別線
（未収録路線）

6441422205 

6441422213 

6441422221 6441422291 
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よくある不備の事例（通行経路表と地図上の経路が一致していない） 

【問題点】 
・出発地及び目的地の住所と、通行経路表の起点及び終点が離れている。
・起点・終点の交差点が誤っており、未審査区間が生じ、確認及び差戻しに時間を要します。

【申請時の留意点】 
・通行経路を全てカバーする位置にある交差点を指定してください。不明瞭な場合は、差戻

します。

（誤）出発地・目的地の手前の交差点を選択 
→未審査区間が生じている

出発地

目的地

出発地 目的地

実際の予定経路

誤った申請経路

正しい申請経路

出発地

目的地

Ｓ Ｅ

（正）出発地・目的地の先の交差点を選択 
→全線審査が可能
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よくある不備の事例（情報不十分のため、経路確定できない） 

【例】 
入力例を見ると、 
出発地は建物名まで記載があり、特定できますが、
目的地は住所地番の記載が不十分であるため、 
地図上で目的地を特定できません。 
そのため、終点部周辺の経路が確定できません。 

（✕）○○市△△町   差戻します。 

（○）□□県○○市△△町××－× ●●ビル

【申請時の留意点】 
・住所地番は、起点・終点が特

定できるよう、地番、建物名まで
正確に記入してください。 
  記入が不十分な場合は差戻し
ますので、再度ご確認下さい。 

通行条件設定

出発地・目的地 

出発地住所 

目的地住所 

検索

検索

□□県○○市△△町××-× ●●ビル

愛知県名古屋市三の丸 

通行条件設定 

経路の算定      する    しない
Ｃ／Ｄ条件の確認   する  しない
個別審査箇所の確認    する     しない
申請方法の選択   往復  片道 

キャンセルＯＫ

●
●
●
● 

○
○

○
○

【入力例】 

この記載だと
三の丸( 黄色着色部)の範囲の内
どこが目的地か分からない

三の丸

良い例○

悪い例× 
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よくある不備の事例（中央分離帯がある場所での往復申請） 

【申請時の留意点】 
・システム上往復申請が出来たとしても、実際に通れる経路かどうか確認をしてから申請をお

願いします。申請者へ差戻し及び不許可となる可能性があります。 
※H31 年システム改修により‘注意喚起するメッセージ’が表示されるようになります。

目的地

中央分離帯がなく、復路も同じ道
でよいので往復申請OK! 

目的地

中央分離帯があり、往路と同じ道
ではないので往復申請NG! 
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よくある不備の事例（番外編） 

【その他よく見られる事象】 
・通行不可が発生したまま送信される(一方通行・上空障害等)

⇒ 審査の結果、不許可となる場合は手数料が発生します。
通行不可がないか確認してから申請しましょう！

・申請年月日、提出日、通行年月日、通行終了日等の記載ミス
⇒ 差戻しされます。必ず確認しましょう！

・車検証データと申請書データとの数値が不整合
⇒ 差戻しされます。必ず確認しましょう！

・包括申請の場合、車検切れや車番の間違い
⇒ 差戻しされます。必ず確認しましょう！

・超寸法等(交差点個別審査等)の申請で軌跡図が添付されていない
⇒ 申請者へ‘軌跡図’を取り寄せてから審査を始めるため、通常より許可証発行まで時間がかかります。

あらかじめ添付の上、申請しましょう！

 ポイント！ 
 申請書に正しく入力することにより、差戻しもなく、審査がスムーズに 

  進みます。許可の迅速化にご協力をお願いします。 
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２０１９年
４月より

紙媒体による許可証 電子媒体による許可証

特殊車両通行許可証等※1（以下「許可証」という。）は、道路法※２において、通行時に

携行することが義務付けられています。

通行経路が多い場合や特車ゴールドの許可の場合等には、許可証の分量が膨大となり、

多くの保管場所をとられていましたが、２０１９年４月１日（月）から、紙による許可証の

代わりにタブレット等での携行が可能となりました。

特殊車両の現地取締り等で許可証の提示（表示）を求められた際には、ドライバー自ら

タブレット等を操作し、走行している通行経路の許可証を表示させなければなりません。

※１経路表、経路図等を含む
※２道路法 道路法第４７条の２第６項：許可証の交付を受けたものは、当該許可にかかる通行中、当

該許可証を当該車両に備え付けなければならない。

通行経路表



電子機器の携行に際しての注意点

取締りでの速やかな確認等のため、国のオンライン申請システムを通じて交付された許可証の電子データを
表示できるようにすることを推奨します。

許可証を表示する電子機器は、ノートパソコン、タブレット等で、許可証の内容を明瞭な状態で画面に表示
できるものでなければなりません。なお、画面の大きさは８インチ以上の機器を推奨します。

取締り時に、許可証の提示（表示）を求められた際には、ドライバー自ら、その責任において電子機器を操
作し、電子機器の画面に走行中の通行経路の許可証を表示して頂きます。
※セキュリティ上、電子データが保存されたUSB等を、取締りを行っている者の電子機器に接続して表示
させることはできません。

ドライバーは許可証を明瞭に表示させなければなりません。例えば、電子機器の故障、バッテリー切れ、電
波の状況、機器操作の不慣れその他の事情等によって速やかに表示できない場合には、許可を得ていても、
許可証不携帯として警告等の対象となりますのでご注意ください。

紙による許可証の備え付けも引き続き可能ですが、取締り時に許可証の提示を求められた際には、走行中の
通行経路に関する許可証を提示してください。

④電子データの内容

①許可証を表示する電子機器の種類・機能

②電子機器の操作

③許可証不携帯による警告

⑤その他

各事業者においては、電子機器を携行するドライバーへの周知徹底をお願いします。

× 通行に関係ない

許可証も含めて
提示する。

○ 通行中の経路に関する特殊
車両通行許可証及び通行
経路を提示する。
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